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委員会報告第 ３ 号 

 

 

民 生 文 教 常 任 委 員 会 報 告 書  

 

 令和５年６月７日第２回定例会及び令和５年１２月６日第４回定例会における議

決に基づき、当委員会の所管につき調査した結果を下記のとおり報告する。 

 

 

令和 ６ 年 ２ 月１６日  

 

 

 七飯町議会議長 木 下   敏  様 

 

 

民生文教常任委員会       

委員長 池 田 誠 悦   

 

記 

 

【所管事務調査事項】 

・社会教育施設（体育館、図書館）整備基本構想・基本計画の策定について 

（令和５年第４回定例会において中間報告をした以後の調査内容） 

・高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画について 

 

令和５年１２月１９日、令和６年１月３０日、２月１６日の３日間、委員会を開

催し、副町長、教育総務課長、生涯教育課長、スポーツ振興課長、福祉課長の出席

を求め、提出資料に基づいた説明を聴取し、調査を行った。 

   

【社会教育施設（体育館、図書館）整備基本構想・基本計画の策定について】 

 

１．調査の目的 

今後建設が検討されている、社会教育施設（体育館、図書館）について、整備

基本構想・基本計画の策定状況及び現在の七飯町スポーツセンター、図書室の現

状について調査を行った。 

 

２．調査の方法 

 第２回七飯町社会教育施設（体育館、図書館）整備検討委員会会議資料の提出

を求め、教育総務課長、生涯教育課長、スポーツ振興課長への聴取を行った。 

 

３．令和５年第４回定例会において中間報告をした以後の調査内容について 
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令和５年１１月１５日に開催した第２回七飯町社会教育施設（体育館、図書館）

整備検討委員会では体育館と図書館の基本コンセプト及び機能等が提案され、５

パターンの建設候補地やイニシャルコスト・ランニングコストが示されたが、そ

の後、町より今後の方向性について以下のとおり説明があった。 

 

町長の公約や施政方針に基づき、基本構想、基本計画を検討委員会で議論して

きたが、熱中症への対応（エアコン整備等）、七飯・大中山中学校の長寿命化改修

工事、本町学童保育クラブ移転建築、一般廃棄物最終処分場などの整備を行って

いかなければならない。財政の平準化の観点、安全安心や住民生活に密着する事

業の優先という観点から社会教育施設の整備時期を先延ばしとしたい。プールは

一時保留とし、体育館と図書館の整備後としたい。まずは体育館、次に図書館と

考えている。次期総合計画の検討の中で、整備年度を含めて検討していきたいと

考えている。 

 

委員からは、町の急激な方向転換に対して、エアコンの整備、七飯中学校・大

中山中学校の長寿命化改修工事、本町学童保育クラブ移転建築、一般廃棄物最終

処分場整備等の想定される事業費を示してもらい、当委員会として判断していき

たいとし、次回の委員会で今後予定している事業費内訳を資料要求した。 

 

４．今後予定している事業費内訳 

  令和６年１月３０日開催の委員会において、町より、民生文教部局における優

先事業調書が＜別紙１＞のとおり提出された。 

  社会教育施設（体育館、図書館）よりも優先しなければならない事業で現段階

の見込として、七飯中学校長寿命化改修工事２２億２，０００万円、大中山中学

校長寿命化改修工事２２億２，０００万円、学校空調設備整備事業３億円、子育

て支援施設整備事業（本町学童保育クラブ移転建築）３億４，０００万円、一般

廃棄物最終処分場整備事業１６億７，７００万円、合計概算総事業費６７億５，

７００万円となり、国・道からの補助金や交付税算入額を除いた実質町費負担額

は４０億１，２００万円と示された。 

 

  委員から主に以下の質疑があった。 

 ① 七飯中学校・大中山中学校は耐震基準を満たしているのか。 

② 七飯中学校の暖房はどのようなものに更新するのか。 

 ③ 図書館と体育館において、町は体育館の建設を優先とのことだが、老朽化と

いう観点であれば現在の図書室については耐震基準を満たしておらず、検討が

必要と考えるがどうか。 

 ④ 図書館・体育館・プールの事業年度の予定はいつ頃か。 

 

  委員からの質疑に対し、町から以下のとおり回答があった。 

 ① 町内の全ての学校において耐震基準を満たしている。 
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 ② 七飯中学校の暖房については、経済性の比較をしており、灯油・ガス・電気

の価格比較でイニシャルコスト・ランニングコストを比較した結果、一番安価

である電気を採用した。 

 ③ 現在の図書室と体育館は両方とも建築基準法によって耐震基準が強化される

前の建築物であるため、耐震性はないものと捉えている。町では行政需要の観

点から体育館を優先すると判断した。 

現在の図書室が入居している地域センターにおいては老朽化が激しく、同セ

ンターを使用している社会福祉協議会とも協議し、移転先を検討している段階

であり、決まり次第、議会に報告したい。 

図書室に関しては、現在町内で図書活動を行っている方々と連携を取りなが

ら、今後ソフト事業の部分で図書振興の底上げを図って行きたい。 

 ④ 整備年度については、優先的にやらなければならない事業があり、図書館・

体育館・プールの事業年度を現在示すことは難しい。次期の総合計画で検討し

たい。 

 

６．まとめ 

  当委員会では、令和５年第２回定例会より社会教育施設（体育館、図書館）整

備基本構想・基本計画の策定について調査を行い、七飯町社会教育施設（体育館、

図書館）整備検討委員会が実施する北海道内の先進地への視察に同行し、また、

議会単独では道外の先進地へ行政視察を行い、令和５年第４回定例会において中

間報告を行った。その後、継続して調査している最中において、町より、熱中症

への対応（エアコン整備等）、七飯・大中山中学校の長寿命化改修工事、本町学童

保育クラブ移転建築、一般廃棄物最終処分場整備事業等、優先的に手掛けなけれ

ばならない事業が相次いだことから、社会教育施設（体育館、図書館）の着手に

ついての時期を遅らせたい旨の報告があった。 

  現図書室が入所している地域センターにおいては耐震基準を満たしていないこ

とから、七飯町社会教育施設（体育館、図書館）整備検討委員会の意見を踏まえ

早急に移転先を決定し、図書室の安全確保を強く望む。 

 

  以上のことから、当委員会としては社会教育施設（体育館、図書館）整備基本

構想・基本計画の策定についての調査は終了し、今後は七飯町議会全体として体

育館の事業開始年度をはじめ次期総合計画における各種事業の情報提供を求めな

がら調査することを確認し最終報告とする。 
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＜表１＞民生文教部局における優先事業調書        単位：百万円、％ 

事業名（仮称） 事業年度 
財源内訳 概算事業費 

※実質 

町負担額 ① 

※実質 

町負担割合② 

国庫 道 町債 一般財源    

七飯中学校長寿命化改修工事 Ｒ５～７       起債名 学校施設環境整備事業債 346 2,220 ①一般財源＋充当額－交付税算入額 

    補助率 1/3 補助率  充当率（％） 90   ②実質町負担額／概算総事業費 

    補助金額 380 補助金額  充当額 1,494       

          交付税算入率 補助裏通常分 70%、財対分 50%       

          交付税算入額 456       

大中山中学校長寿命化改修工事 Ｒ７～９       起債名 学校施設環境整備事業債 346 2,220     

    補助率 1/3 補助率  充当率（％） 90       

    補助金額 380 補助金額  充当額 1,494       

          交付税算入率 補助裏通常分 70%、財対分 50%       

          交付税算入額 456       

学校空調設備整備事業 Ｒ５～７       起債名 学校教育施設等整備事業債 58 300     

    補助率 1/3 補助率  充当率（％） 75       

    補助金額 70 補助金額  充当額 172       

          交付税算入率 30       

          交付税算入額 52       

子育て支援施設整備事業 Ｒ６～８       起債名 社会福祉施設整備事業債 248 340     

（本町学童保育クラブ移転建築）         充当率（％） 80       

    補助率 1/3 補助率 1/3 充当額 26       

    補助金額 33 補助金額 33 交付税算入率 0       

          交付税算入額 0       

一般廃棄物最終処分場整備事業 Ｒ６～１２       起債名 一般廃棄物処理事業債 320 1,677     

    補助率 1/3 補助率  充当率（％） 90       

    補助金額 485 補助金額  充当額 873       

          交付税算入率 通常 50%、財対分 50%       

          交付税算入額 400       

小     計 
  補助金額 1,348 補助金額 33 充当額 4,058 1,317 6,757 4,012 59.4 

        交付税算入額 1,364     

社会教育施設整備事業(体育館)         起債名 公共施設等適正管理推進事業債 206 3,412   

   補助率 1/2 補助率  充当率（％） 90     

    補助金額 1,706 補助金額  充当額 1,500     

          交付税算入率 45     

          交付税算入額 675     

社会教育施設整備事業(図書館）         起債名 公共施設等適正管理推進事業債 135 1,070   

   補助率 1/2 補助率  充当率（％） 90     

    補助金額 535 補助金額  充当額 400     

          交付税算入率 45     

          交付税算入額 180     

社会教育施設整備事業（町民プール）         起債名 公共施設等適正管理推進事業債 125 1,250   

   補助率 1/2 補助率  充当率（％） 90     

    補助金額 625 補助金額  充当額 500     

          交付税算入率 45     

          交付税算入額 225     

小     計 
  補助金額 2,866 補助金額 0 充当額 2,400 466 5,732 1,786 31.2 

        交付税算入額 1,080     

合     計 
  補助金額 4,214 補助金額 33 充当額 6,458 1,783 12,489 5,798 46.4 

          交付税算入額 2,444         
            

適用 ・概算事業費の七飯中学校長寿命化改修工事以外は、実施設計中若しくは実施設計前のため町試算による数値です。 

・社会教育施設整備事業（体育館、図書館、町民プール）の概算事業費には、造成費、備品購入費は含んでおらず、また今後の立地場所及び施設規模等の設計条件により事業費の増減が予測されます。 

・事業年度は現在の想定であり、今後の設計等により変更となる場合があります。 



5 

【高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画について】 

 

１．調査の目的 

高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画を把握するため、調査を行った。 

 

２．調査の方法 

高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画、前期計画からの変更点等の資

料の提出を求めたほか、福祉課長への聴取を行った。 

 

３．高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画素案について 

  当町では、介護保険制度が施行された平成１２年度以降、高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画（平成１２年度から平成１４年度）の策定を皮切りに、これま

で８期にわたる介護保険事業計画を策定している。 

  今回策定する高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画については、次の

とおり８章にわたる項目を掲げている。 

 

  「第１章 計画策定の基本事項」では、①計画策定の目的、②計画の根拠と位

置づけ、③計画の期間、④策定体制、⑤日常生活圏域の設定、⑥国の基本指針を

定めており、高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画では、高齢者が住み

慣れた地域で、いつまでも安心して暮らし続けられる地域社会の実現をめざし、

これまでの成果や課題、新たな国の動向を踏まえ、七飯町らしい地域包括ケアシ

ステムの深化・推進を目指すこととしている。 

  「第２章 高齢者を取り巻く現状」では、①総人口の推移、②地区別人口の推

移、③世帯数の推移、④認定者の推移を定めており、総人口の推移としては、高

齢者数は令和５年から減少傾向がみられるが、高齢化率（総人口に占める高齢者

の割合）はゆるやかに高くなっており、令和５年は３５．０％となっている。ま

た、高齢者の内訳をみると、総人口に占める後期高齢者数の比率はゆるやかに増

加しており、令和５年の後期高齢者の割合は１８．７％となっている。 

  「第３章 アンケート調査結果」では、①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、

②在宅介護実態調査、③アンケート調査から分かる課題を定めており、家族構成

については「１人暮らし」と「夫婦２人暮らし（配偶者６５歳以上）」の割合の合

計は６６．８％と６割を超えており、認知症リスクの該当者割合は全体で４８．

２％と半数近くになっている。また、在宅介護実態調査で主な介護者が不安に感

じる介護の内容として「認知症状への対応」が４６．３％で突出している結果と

なっている。   

「第４章 第８期計画の推進状況と課題」では、①施策の点検、②介護保険事

業を定めており、介護保険サービス別給付費を対計画比でみると、施設サービス

では介護療養型医療施設の実績が計画を上回っている。また、在宅サービスでは

訪問入浴介護、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護以外のほ

ぼすべてのサービスの実績が計画を上回っており、給付費合計でみると、令和３
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年度及び令和４年度の実績は計画を上回って推移している。 

  「第５章 計画の基本的な方向」では、①基本理念、②施策体系、③重点施策、

④計画の推進体制を定めており、基本理念として「いつまでも住み慣れた地域で

支え合って元気に暮らすまちをめざして」と定めている。また、重点的に推進す

る施策として、「自立支援・重度化防止の推進」、「人材確保対策の充実」、「認知症

対策の充実」、「重層的支援体制整備事業」の４項目を定めている。 

  「第６章 推進する施策」では、「生き生きと暮らせるまち」、「介護が必要にな

っても大丈夫なまち」、「安心して暮らせるまち」の３つの基本目標を掲げており、

それぞれの目標に対して現状・課題、方針について定めている。 

  「第７章 成果目標の設定」では、①高齢者に関わる事業の数値目標、②自立

支援・重度化防止の取組目標、③認知症対策の取組目標、④介護給付適正化の取

組目標を定めている。 

  「第８章 介護保険事業の見込み」では、①将来推計、②介護保険サービス基

盤整備方針、③サービス見込量の推計、④介護保険料の算定を掲げており、被保

険者数の推計として第１号被保険者数は令和５年度までは増加するが、以降は減

少に転ずるものと推計している。また、要介護認定者数は増加傾向が続くものと

推計されている。 

 「介護保険サービス基盤整備方針」について第６期以降新たな施設整備は行っ

ていないが、第９期において、増加する単身高齢者や認知症の方への支援の他、

老老介護や介護と仕事の両立への対応等、介護者支援の充実を図るため、１箇所

の事業において、「通所」「泊り」「訪問」のサービスを一体的に提供することで、

様々なニーズに柔軟に対応できる小規模多機能型居宅介護について登録定員１８

名規模の事業所を整備したいと考えており、事業者選定にあたっては、令和６年

度に公募を行い広く事業者を募ることとしている。 

 

  介護保険の財源は、国、道、町の負担と４０歳以上の方が収める介護保険料で

賄われている。第１号被保険者（６５歳以上の方）の負担割合は２３％、第２号

被保険者（４０歳から６４歳の方）の負担割合は２７％となっており、国・道・

町の公費による負担割合は合わせて５０％となっている。 

  介護保険料については、計画期間である令和６年度から令和８年度までの３年

間についても後期高齢者の増加に伴う要介護認定者増を背景に介護保険サービス

の利用量は増加すると見込まれるとともに、介護保険事業費の上昇や被保険者数

の減少等により、介護保険料（月額）の基準額は６，３００円（３５０円増額）

を予定している。 

 

委員から主に以下の質疑があった。 

 ① 町内で運営している養護老人ホームの入所者数が減少傾向になっており空き

があるが、利用方法を検討すべきではないか。 

② 介護保険料の引上げについて、どう考えているのか。 
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  委員からの質疑に対し、町から以下のとおり回答があった。 

 ① 町内の養護老人ホームにおいて、従前はなかなか入所出来ない状態であった

が、近年は可能な限り自宅で生活したいという傾向があり、時期によっては空

きがある。ただし、当該施設の設置場所は市街化調整区域内であることから、

町が指定する地域密着型サービス事業等が出来ない区域である。当該施設の運

営法人と協議しながら、新たに一時的な入所利用が可能となるなどの対応を検

討している。 

 ② 介護保険料上昇の要因は、物価高騰・介護従事者の人件費上昇・事業費の上

昇である。事業費上昇を抑制するため、後期高齢者が可能な限り元気でいても

らえるよう認知症対策も含めて介護防止事業に取り組みたい。 

   介護保険料については、第１号被保険者間での所得再分配機能を強化し、保

険料の段階を従前の９段階から１３段階へと多段階化を行い、高所得者の基準

額に対する割合を引上げ、低所得者の割合を引下げることで、低所得者の保険

料上昇の抑制を図っている。 

 

４ まとめ 

  高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画については、当委員会にその素

案が示された。当該計画期間においては、高齢者人口の増加、介護サービス利用

者の伸びも大きいと見込まれ、介護保険料は増額の見込みとなる。そのため、介

護保険料が増額となる場合には広報等を活用し、町民に対する丁寧な説明を望む

とともに、認知症支援体制の充実、健康づくりや介護予防への重点的な取組を望

み、委員会報告とする。 

 

 

 

 


